入所施設に入らずに済むために「長時間見守り型」の介護制度を

2005年11月21日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　末永　弘

１．まず前提として入所施設ではなく、地域で生活できるサービスが必要だということ。

２．地域生活の継続を困難にする何らかの行動上の障害がある(※１)知的障害者で、日中の通所施設やデイサービス、土日の移動介護、施設でのショートステイ等が本人の障害状況により利用できない人、又は利用してもなお家族の負担が大きく入所施設に入れられてしまう人が数多くいる。

３．このような人には1対1で、日中夜間を含めて、家でも外出先でも利用できる「長時間見守り型」のヘルパー制度が必要ではないか。（※２）

（全身性障害者には「日常生活支援」という身体介護・家事援助・見守りを含む制度があり、自立支援法の中でも「重度訪問介護」という制度で「長時間見守り型」の介護が保障される。）

４．17年4月から制度化された知的障害者の「行動援護」は、地域生活の継続を困難にする行動上の障害がある知的障害者の「見守り」類型として活用できる部分もあるが、①利用対象者の線引きが実態と合っていない事、②１日５時間という上限があること、③ヘルパー（知的障害者に対する業務経験２年以上）、及びサービス提供責任者（知的障害者に対する業務経験５年以上）について厳しい要件（専門性）が求められていること等、利用者が実際に必要としているニーズに対して使いにくいものとなっている。

５．利用対象者については、もし何らかの点数により判定するなら、他者に対して危害を加える行為等、危険性の高い部分を例えば10点とするなど、支援が無い時間に「地域生活の継続が困難になる行動上の障害」がある人が利用対象者となるような基準にすべき。

６．行動援護を「長時間見守り型」の類型をとして活用できるようにしていくためには、日常生活支援と同様に１時間当たりの単価を安くしていく事が必要ではないか。具体的には、１回の派遣について１時間～３時間までは１時間当たり3000円。それ以降は１時間当たり2000円程度というような単価設定ではどうか。

７．長時間の介護を認めると予算が足りなくなるという議論に対しては、これまで入所施設に使ってきたお金をヘルパー等在宅の予算にシフトして行くことを基本にして、具体的な施策を検討していくべきではないか。（※３）

　　入所施設から出て地域で暮らす知的障害者が増えて行った場合、例えば深夜の見守りについて１時間当たりの単価を1000円程度にしたり、深夜必ずしも1対1でなくて良い利用者10人に対して２～３人のヘルパーで対応するというような方法で費用をできる限り安く抑えるための施策も具体的に検討していく必要がある。

８．経験年数という入り口の段階でヘルパーの資格要件を厳しくするのではなく、ヘルパー自身の考え方や感性の部分で、本人の障害をある程度理解しながら継続して関われるヘルパーが求められているという視点で制度を作っていくべきではないか。（全身性障害者の「日常生活支援」は、本人が自分に合ったヘルパーを選んでいくという考え方が含まれているため、3級研修の50時間より時間数の少ない20時間研修で資格が取れるようにし、入り口でのハードルを低くしている。）

※１
・ガラスや電球、コップなどを割ってしまうことがある。
· アパートやマンションで、夜中に部屋で飛び跳ねる等の動作がある。
· トイレ以外でおしっこをすることがある。
· 部屋の壁などを叩いたり蹴ったりすることがある。
· 隣近所のチャイムを鳴らしたり夜中に訪問することがある。
· 不必要に、救急車を呼んだり、非常ベルを押すなどの行為がある。
· 鍵のついた車を勝手に運転してしまうことがある。
· 1人で外に出て家に帰ってこれないことがある。
· 火の始末や火元の管理ができないことがある。
· 他人に突然抱きついたり、突き飛ばしてしまうなどの行為がある。
· 自分の体を叩いたり傷つけるなどの行為がある。
· ごはんやパン、お菓子などをあるだけ食べてしまうことがある。
· ジュースなど好きな飲み物を飲み続けることがある。
· お風呂に何時間も入り続けることがある。
· 部屋に水などを撒き散らしてしまうことがある。
· 急用でなく深夜や早朝に電話をかけることがある。
· 同じ人に1日に何度も電話をかけることがある。
· チェーンスモーカーのようにタバコを吸い続けることがある。
· お金を持っているとあるだけ使ってしまうことがある。
これらの項目の中でも、上の太字の様な行為は地域生活の継続を困難にさせる危険性の高い項目であり常時の見守りを必要とする項目だと言える。又細字の様な行為も、日中に関して毎日何らかの見守りが必要だと思われる。

※２

介護保険制度には長時間見守り型のホームヘルプ制度が無いため、家族の支援を受けられなくなくなった認知症（痴呆性）高齢者の多くが入所施設で生活する結果となり、「在宅重視」の理念は施策として失敗している。（以前高齢者問題の中心であった寝たきり高齢者については、身体介護と生活援助というヘルパーの類型により家族の負担は大きく減少したという意味で成功したと評価できる）
※３

2005年、支援費の総額は約７７００億円。そのうち居宅サービス（ホームヘルプ、デイサービス、ショートステイ、グループホーム）で約１９００億。（負担割合は国１/2、都道府県1/4、市町村1/4）施設サービスで約５８００億。（負担割合は国1/2、市町村1/2）施設サービスのうち入所施設約４５００億、通所施設が約１３００億なので、居宅と通所を合わせた約３２００億（４２％）が在宅で生活する障害者に使われ、４５００億（５８％）が入所施設で生活する障害者に使われている。介護保険の総額は約6兆6千億。（負担割合は利用者1割、残りの6兆円のうち1/2は保険料、税金から国が1/4、都道府県が1/8、市町村が1/8を出している。）17年3月実績での利用額の割合は入所施設（５２％）、居宅サービス（４８％）。利用者の割合では入所施設（２４％）、居宅サービス（７６％）。在宅重視を売り物にして年間6兆円もの予算を使う介護保険制度は、実施から5年経った今でも1/4の入所施設利用者のために、1/2以上の予算が使われている。この結果2000年4月の制度開始時に52万人だった入所施設利用者が、2005年4月には79万人に増加する結果となっている。
